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１． 当期の経営成績等の概要 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当企業グループ(当社及び当社の関係

会社)が判断したものであります。 

（1）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限の解除や政府の観

光支援策の効果などもあり、経済活動は正常化に向けた動きが進んでおります。一方、不安定な海外情勢

の継続、原材料・原油価格の高騰や急激な円安進行による物価上昇の影響で消費者の節約志向が高まる

など、依然として先行き不透明な状況が継続しております。 

このような環境の下、当企業グループは、「流通のトータルサポーター」として、グループ一丸となってサ

プライチェーン全体の発展に寄与していくと同時に、川上から川下までありとあらゆる場面においてビジネ

スをプロデュースする企業集団として、総合力を活かした営業体制の構築に努めてまいりました。また、お

取引先様と従業員の健康と安全確保に最大限配慮しながら、商品・サービスの安定供給を維持・継続して

社会的使命を果たすなど、永続的な成長を可能とする事業基盤の強化に努めてまいりました。 

その結果、当連結会計年度における売上高は、5,879 億 82 百万円（前年同期比 16.7％増）となり、843

億 46 百万円の増収となりました。 

利益面におきましては、グループ全体で業務の見直しや効率化に取り組むことで経営基盤の強化を図り、

経常利益は 121 億 56 百万円（前年同期比 54.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は 78 億 68 百

万円（前年同期比 17.1％増）となり、いずれも過去最高の結果となりました。 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。 

(食品関連事業) 

食品関連事業におきましては、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限が解除されたこともあり、需要

は回復傾向にあります。また、単身世帯や共働き世帯の増加を背景に市場を拡大している食品宅配市場

やEC（電子商取引）を中心とした通販事業は引き続き伸長していることもあり、さらなる提案強化に努めてま

いりました。一方、消費者のライフスタイルの変化、ウクライナ情勢や、急激な原油・原材料等の価格の高騰

による物価上昇が家庭用食材・業務用食材とも購買意欲の減衰を招くなど、取り巻く環境は不透明な状況

が続いております。 

加工食品関連では、相次ぐ値上げによるインフレ懸念から消費者の節約志向が高まる中、利益商材の

発掘・提案を強化、物流・営業コストの削減に努めるとともに、価格改定を着実に進めながら商品の安定供

給に注力し、新規顧客の獲得を進めてまいりました。物流においては、顧客の変化に対応すべく、物流拠

点の統廃合や在庫集約等で業務全体の効率化に取り組み、共同配送事業の拡大と庫内作業改善活動の

強力推進により物流品質の向上や機能充実を図るとともに、原油価格高騰による物流費の高騰、人件費の

高騰などの影響の中においても、配送費・荷役人件費の削減に努めてまいりました。また、2024年問題、少

子高齢化、労働人口減少に対応すべく、AI、自動化設備等、庫内の機械化による省人化・作業の効率化、

労働環境の整備を進めてまいりました。 

生鮮食品関連では、農産物において、果物類は、輸入品が高騰した影響で国産の引き合いが強くなり、

全体的に高値で推移、野菜類は、南瓜、胡瓜、茄子を中心に入荷が減少したことなどに起因して相場が高
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騰しました。水産物は、不漁により国内外ともに品薄状態が続いており業務用市場・家庭用市場とも供給に

苦戦しました。畜産物は、飼料高騰を受けて国内外の原料の高値相場が続いております。惣菜は、輸送コ

スト増や円安の影響により輸入加工品の値上げ、国内原材料も人件費・包材・光熱費など生産コスト上昇

による値上げに加え、鳥インフルエンザの影響により、鶏肉・鶏卵の価格高騰、供給不足が継続しておりま

す。このような中、青果・精肉・鮮魚・惣菜の生鮮フルラインでの提案を継続し、高品質で安心・安全な商品

を供給するため、原料産地との取り組みや商品力・開発力・品質管理技術が高いメーカー様との協力体制

を強化してまいりました。 

酒類関連では、酒類提供制限の撤廃や感染対策徹底の浸透などで業務用中心に消費の追い風が見ら

れました。また、家飲みも生活様式として定着しており、安定した消費が継続しております。一方で、物流

費・人件費が引き続き高騰しているため、利益が圧迫される状況が続いております。このような環境の下、

物流支援ロボットの導入等、効率的な物流体制の構築によるコスト削減を図りました。また、ヤマエ久野株

式会社の柱として取り組んでおります本格焼酎では、焼酎情報機能としてのホームページ「焼酎紀行」を充

実させ、新しい生活様式に対応した商品発信を行うことで、「焼酎のヤマエ」として市場の拡大に努めてま

いりました。 

食品宅配関連では、2022年８月にグループ入りした日本ピザハット・コーポレーション株式会社の新規出

店やデジタルを中心とした広告量の増加によるブランドの認知拡大に努めることに加え、個食メニューの拡

充などでお客様のリピート利用を促進するとともに、お客様の利便性向上や店舗運営の効率化を目的とし

た DX の推進、これらを包括した店舗収益力の向上を図ってまいりました。 

この結果、売上高は、3,945億86百万円（前年同期比14.4％増）となりセグメント営業利益は63億１百万

円（前年同期比 148.6％増）となりました。 

(糖粉・飼料畜産関連事業) 

糖粉・飼料畜産関連事業におきましては、全国旅行支援やインバウンドにより人の動きが活発となり、お

土産物や外食需要が拡大した一方、ウクライナ情勢や記録的円安の影響等もあり主力の取扱商品では大

幅な値上げが続いております。 

糖粉関連では、穀物・原油相場や海上輸送コストの高騰、地政学的リスクや異常気象により需給バランス

が崩れ、また、脱炭素の動きによる穀物を利用したバイオ燃料の需要増・記録的円安等の要因により、主力

取扱商品の小麦粉・砂糖・食油・糖化製品が大幅な値上げとなりました。このような環境の下、原料農産物

の安定供給に向けて新たな産地の開拓・契約栽培等に努め、さらに顧客に役立つ情報提供と、「安心・安

全」な商品を適正な価格で供給することに努めてまいりました。 

飼料畜産関連では、主力商品である配合飼料の価格は、ウクライナ情勢や記録的円安に起因してトウモ

ロコシや大豆などの穀物相場高騰を受け大幅な値上げとなりました。また、輸入牧草も記録的円安の影響

を受け、大幅な値上げとなりました。畜産物については、牛肉は、消費者の生活防衛意識の高まりから比較

的安い他の畜種へ消費が移ったことにより軟調に推移しました。豚肉は、外食需要の回復や内食需要の再

増加などから需要が増加するも供給数も増加したことで堅調に推移しました。鶏卵は、全国的な鳥インフル

エンザの多発による供給量の低下により強い引き合いが継続、今後より一層の供給低下の懸念もあり高騰

しました。このような環境の下、お得意先様への技術指導、経営支援等の機能を発揮することで、既存顧客

のシェアアップや新規顧客の獲得に努めてまいりました。 

この結果、売上高は、968 億 62 百万円（前年同期比 28.2％増）となりましたが、ウクライナ情勢や記録的
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円安に伴い輸送費等のコストが大幅に増加した影響によりセグメント営業利益は 17 億９百万円（前年同期

比 4.7％減）となりました。 

(住宅・不動産関連事業) 

住宅・不動産関連事業におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響に加え、資材・燃料価格の高

騰による建設コスト上昇が重なり、国民の消費マインドは低調に推移しております。住宅着工数については

前年度と比較して同程度ではあったものの、持ち家（注文住宅）は減少の傾向がみられました。新型コロナ

ウイルス感染症の影響等でリモートワークが浸透しつつある状況下、自宅にワークスペースを設けるなど今

までとは異なる新築戸建住宅や住宅リフォームに対する需要は継続してはいるものの、住宅建設工事及び

リフォーム工事の受注状況は鈍化傾向にあります。米国の住宅需要の高まりに端を発した木材の価格高騰

と材料不足は解消傾向がみられる一方、鉄製品や原油・電力料金の価格高騰による建築資材・設備機器・

消費財の値上げや輸入資材の入荷遅れが相次ぎ、また、人手不足、記録的円安・金利上昇等による影響、

需要の見込める地域における地価の上昇など、今後の動向が注視されております。 

住宅関連では、プレカット製品を安定的に供給するためにお取引先様との関係強化や販売価格の適正

化を図り、新規販売先の開拓や非住宅木造建築物への販売強化、大手ハウスビルダー様との関係強化及

び関連商材販売に取り組みました。ヤマエ久野株式会社においては、３年ぶりに開催した住宅資材展示会

「ハウズフェスタ」によって喚起した需要を基に販売促進に努めてまいりました。「地域型住宅グリーン化事

業」によりゼロエネルギー住宅や、二酸化炭素の排出抑制に寄与する認定低炭素住宅、そして長期優良

住宅を志向する地場工務店様との関係を強化するとともに、「通気断熱 WB 工法」の西日本地区の総代理

店として市場浸透を推進することで売上拡大を図っております。また、グループの企業間連携を一層深める

ことで相乗効果の増大を図り、商圏拡大、市場シェアアップに努めています。 

賃貸事業では、福岡地区におけるオフィスビル市況は、テナントの移転に向けた動きを中心に堅調な状

況が継続しており、空室率は４％台前後で推移しています。このような環境の下、「安全・安心・快適」なオフ

ィス空間の提供を通して、テナントビルの入居者様への丁寧な対応及び新規入居者の確保に努めてまいり

ました。 

この結果、売上高は、771 億 11 百万円（前年同期比 15.3％増）となりセグメント営業利益は 50 億 73 百

万円（前年同期比 13.4％増）となりました。 

(その他) 

運送業界では、経済活動が徐々に正常化するに伴い輸送物量は回復傾向に転じましたが、人手不足

や燃料価格の高騰の影響を受け、経営環境は厳しさを増しております。このような環境の下、乗務員、庫内

作業員の安全を確保し雇用維持に努めながら、物流品質の向上、安全管理の徹底、業務の効率化、人材

の確保など労働環境の改善・整備に積極的に取り組んでまいりました。 

燃料関連事業では、石油製品需要の減少傾向が続く中、脱炭素の世界的な潮流を受け電動車の普及

加速や天然ガス需要のひっ迫による原油の代替需要、ウクライナ情勢等に起因した国際エネルギー市場

の混乱・原油相場の高騰など取り巻く環境は一段と厳しさを増しております。このような環境の下、卸・直売

部門では新電力などの新規事業と、お取引先様との連携強化、コスト削減に努め、サービスステーションで

は提案力や技術力の向上のためスタッフ教育に力を入れ、競争力強化を図ってまいりました。また、太陽

光発電設備は順調に運用されております。 
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レンタカー事業では、「全国旅行支援」により旅行客や出張法人のレンタカー利用が増加したこと、また、

世界的な半導体不足に伴う新車の納車遅れの影響で代車利用が増加したこと等により、個人ユーザー・法

人ユーザーともに受注は堅調に推移しました。 

情報処理サービス事業では、世界的な半導体不足による入荷遅れや円安による機器及びソフトウエアの

価格高騰が続く先行き不透明な状況下、顧客への情報提供と早期発注の提案等により希望納期に間に合

わせるよう努めてまいりました。また、セキュリティ対策ビジネスにおいては、サイバー攻撃対策ツールの拡

販に加え、監視サービス事業・バックアップサービス事業を開始しました。さらに、主力商材のひとつである

食品製造業者向け自社パッケージソフト（食品製造業向け生産管理システム）のさらなる売上拡大を図るべ

く機能を強化し、受注に努めております。 

この結果、売上高は、194 億 21 百万円（前年同期比 18.4％増）となりましたが、運送関連事業及び燃料

関連事業において、原油価格の高騰の影響を受け利益が圧迫されたことから、セグメント営業利益は１億

67 百万円（前年同期比 50.6％減）となりました。 

（2）当期の財産の概況 

資産、負債及び純資産の状況 

①  資産 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて 204 億 65 百万円増加し、1,132 億 96 百万円となりまし

た。これは主に、現金及び預金が 46 億 66 百万円、受取手形、売掛金及び契約資産が 84 億 86 百

万円、商品及び製品が 23 億 45 百万円、仕掛販売用不動産が 16 億 99 百万円、未収入金が 10 億

24 百万円増加したことによるものであります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて 244 億 11 百万円増加し、1,124 億 69 百万円となりまし

た。これは主に、建物及び構築物（純額）が 56億 93百万円、機械装置及び運搬具（純額）が 10億６

百万円、土地が 24億４百万円、建設仮勘定が 38億 73 百万円、のれんが 65億 74 百万円、投資有

価証券が 11 億 20 百万円増加したものの、長期貸付金が 12 億 62 百万円減少したことによるもので

あります。 

この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて 448 億 76 百万円増加し、2,257 億 66 百万

円となりました。 

②  負債 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて 220 億 61 百万円増加し、1,193 億 41 百万円となりまし

た。これは主に、支払手形及び買掛金が 89 億 99 百万円、短期借入金が 93 億 89 百万円、未払金

が11億８百万円、賞与引当金が７億61百万円増加したものの、電子記録債務が13億26百万円減

少したことによるものであります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて 164 億４百万円増加し、394 億 79 百万円となりました。

これは主に、長期借入金が 145億 81百万円、退職給付に係る負債が３億 55百万円、長期預り金が

３億 24 百万円、資産除去債務が２億 29 百万円増加したことによるものであります。 

この結果、負債合計は、前連結会計年度末と比べて384億 65百万円増加し、1,588億 20百万円

となりました。 
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③  純資産 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて 64 億 10 百万円増加し、669 億 46 百万円となりまし

た。これは主に、利益剰余金が 68 億 70 百万円増加したことによるものであります。 

この結果、1 株当たり純資産は前連結会計年度末に比べて 270 円 29 銭増加し、2,719 円 94 銭と

なりました。また、自己資本比率は、前連結会計年度末の 32.1％から 28.5％となりました。 

（3）当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度に比べて42

億 61 百万円増加し、当連結会計年度末には 197 億 38 百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

①  営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は 137 億 50 百万円（前連結会計年度比 65.3％増）となり、前連結

会計年度に比べて 54億 32百万円の収入の増加となりました。これは主に、税金等調整前当期純利

益 137 億 31 百万円、減価償却費 48 億 25 百万円、仕入債務の増加額 49 億 90 百万円があったも

のの、売上債権の増加額 52 億 62 百万円、法人税等の支払額 59 億 90 百万円となったことによるも

のであります。 

②  投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果支出した資金は 220 億 55 百万円（前連結会計年度は資金の収入８億 33 百万

円）となり、前連結会計年度に比べて 228億 89 百万円の支出の増加となりました。これは主に、有形

固定資産の売却による収入 29 億 50 百万円があったものの、有形固定資産の取得による支出 111

億 24百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出122億 92百万円があったこと

によるものであります。 

③  財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果得られた資金は 126億 20百万円（前連結会計年度は資金の支出 79億 50 百万

円）となり、前連結会計年度に比べて205億70百万円の収入の増加となりました。これは主に短期借

入金の純増額47億 25百万円、長期借入れによる収入201億 72百万円があったものの、長期借入

金の返済による支出 83 億 83 百万円があったことによるものであります。 

（4）今後の見通し 

５月より新型コロナウイルス感染症の分類が季節性インフルエンザと同等の５類に変更されたことに伴い、

３年以上にわたりコロナ禍に苦しめられた我が国の社会活動は、今後、緩やかに正常化に向かうものと考え

られます。一方で、ウクライナ紛争の長期化や米中関係の緊張、原材料高騰に起因する物価高、原油価格

高騰に伴う光熱費高、急激な少子化の進展など、我が国経済は多くの懸念材料を抱え、先行き不透明な

状況が続いております。 

このような状況において、当企業グループは、「私たちは人・企業・社会をつなぎ、多様な豊かさと暮らし

を一人ひとりの生活にお届けすることを通じて地域の発展、そして持続可能な社会の実現に向けて貢献し

続けてまいります。」というグループ理念のもと、「流通のトータルサポーター」として幅広い商材のワンストッ

プ供給と「リテールサポート」「定時定温・共同配送」「品質管理・商品開発」「住宅一棟受注」などの独自サ

ポート機能を提供することでサプライチェーンの川上から川下のあらゆる場面でビジネスを創造し、持続的
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な成長を図ってまいります。 

2024 年３月期は、前年度に買収したグループ子会社の業績が通年で寄与することに加え、インバウンド

需要増加、イベント復活などに伴う業務用分野の更なる回復などにより、連結売上高6,500億円、連結営業

利益133億円、連結経常利益140億円、親会社株主に帰属する当期純利益88億円を見込んでおります。 

２. 会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当企業グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日

本基準で連結財務諸表を作成する方針であります。 

なお、IFRS（国際会計基準）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく

方針であります。 
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(5)連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

（会計方針の変更等） 

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 2021 年６月 17 日。以

下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用

指針第 27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方

針を将来にわたって適用することとしております。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。 
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(セグメント情報)

報告セグメントの概要

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自　2021年４月１日　　至　2022年３月31日)

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

890              22                4,848           5,761           1,488         7,250         222            7,472

のれんの未償却残高 9,927           －                4,773           14,700         －              14,700       －              14,700

減損損失 301              －                37                339              －              339            －              339

負ののれん発生益 123              －                －                123              －              123            －              123

のれんの償却額 1,334           －                688              2,022           －              2,022         －              2,022

減価償却費 1,915           35                679              2,630           1,274         3,905         13             3,918

その他の項目

セグメント資産 95,648         13,633         56,715         165,997        11,035       177,032      3,857         180,890

セグメント利益 2,534           1,794           4,472           8,801           340            9,141         △ 2,262     6,878

計 344,850        76,490         67,456         488,798        23,895       512,693      △ 9,058     503,635

セグメント間の内部売上高
又は振替高

65                932              569              1,567           7,490         9,058         △ 9,058     －

外部顧客への売上高 344,785        75,558         66,886         487,230        16,405       503,635      －              503,635

売上高

(単位：百万円）

報告セグメント

その他
(注) １

合計
調整額
(注) ２

連結財務諸表
計上額
(注) ３

食品関連事業
糖粉・飼料畜産
関連事業

住宅・不動産
関連事業

計

１

当企業グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当企業グループは、商品・サービス別の事業部門を置き、各事業部門は物品の売買及び各種製品の製造・販売や

サービスの提供を行っております。

３

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢

価格に基づいております。

したがって、当社は、商品・サービスを基礎とした事業部門別のセグメントで構成されており、「食品関連事業」、

「糖粉・飼料畜産関連事業」、「住宅・不動産関連事業」の３つを報告セグメントとしております。

「食品関連事業」は、一般加工食品・菓子・酒類・冷凍食品等の販売及び弁当の製造、焼酎の製造、農水産物の

畜産物・水産物の販売等、畜産農業等を行っております。「住宅・不動産関連事業」は、住宅建築資材・住宅設備機器、

木材の販売、建設工事、不動産の売買・賃貸等を行っております。

２

製造加工販売、配達飲食サービス等を行っております。「糖粉・飼料畜産関連事業」は、食品原材料・飼料・
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当連結会計年度(自　2022年４月１日　　至　2023年３月31日)

 　調整額は以下のとおりであります。

(単位：百万円）

報告セグメント

その他
(注) １

合計
調整額
(注) ２

連結財務諸表
計上額
(注) ３

食品関連事業
糖粉・飼料畜産
関連事業

住宅・不動産
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 394,586        96,862         77,111         568,560        19,421       587,982      －              587,982

セグメント間の内部売上高
又は振替高

93                953              675              1,722           7,042         8,765         △ 8,765     －

計 394,680        97,815         77,787         570,283        26,464       596,747      △ 8,765     587,982

セグメント利益 6,301           1,709           5,073           13,085         167            13,253       △ 1,677     11,575

227,519      △ 1,753     225,766

その他の項目

セグメント資産 120,144        22,676         68,455         211,276        16,243

減価償却費 2,090           228              828              3,148           1,662         4,811         14             4,825

のれんの償却額 1,614           194              737              2,546           178            2,724         －              2,724

159            －              159

のれんの未償却残高 13,827         1,366           4,359           19,552         1,723         21,275

減損損失 37                －                37                121－

－              21,275

及び△3,235百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(２)  　前連結会計年度及び当連結会計年度におけるセグメント資産の調整額3,857百万円及び△1,753百万円には、

それぞれ報告セグメント間の債権の相殺消去等△25,303百万円及び△29,738百万円、各報告セグメントに配分して

14,382

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、燃料関連事業、レンタカー事業、
情報処理サービス事業、スポーツクラブの運営事業等を含んでおります。

２

(１)  　前連結会計年度及び当連結会計年度におけるセグメント利益の調整額△2,262百万円及び△1,677百万円には、

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

2,650           220              9,063           11,934         1,658         13,592       789

セグメント間取引消去473百万円及び1,557百万円、報告セグメントに配分していない全社費用には△2,736百万円

４  　有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、新規連結に伴う増加額を含めておりません。

いない全社資産29,160百万円及び27,985百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しな

い現金及び預金、投資有価証券及び管理部門(人事、総務、経理部門等)に係る資産等であります。

(３)  　前連結会計年度及び当連結会計年度における有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額222百万円

及び789百万円は、管理部門の設備投資額であります。

３  　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報） 

 前連結会計年度 
 （自 2021 年４月１ 日  
至 2022 年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 2022 年４月１ 日  
至 2023 年３月31日） 

１株当たり純資産              2,449 円 66 銭 銭       2,719 円 94 銭 銭

１株当たり当期純利益             283 円 79 銭 銭       332 円 57 銭 銭

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度 

（自 2021 年４月１ 日  
至 2022 年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 2022 年４月１ 日  
至 2023 年３月31日） 

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 6,721 7,868 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 

当期純利益（百万円） 6,721 7,868 

普通株式の期中平均株式数（株） 23,686,739 23,660,558 

３ １株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度 
（2022 年３月31日） 

当連結会計年度 
（2023 年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） 60,535 66,946 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 2,511  2,519

（うち非支配株主持分（百万円）） （2,511） （2,519） 

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 58,024 64,426 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数（株） 23,686,684 23,686,628 
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